
- 1 - 

いまこそウソとごまかしの「安倍政治」に終止符を！ 

 

１ 公文書は私たち国民が共有する知的資源 

  私たち国民が政府の諸活動などを十分かつ正確に知ることは、この国の主権者として

様々な物事を決めたり判断するために必要不可欠なことであり、国民主権や民主主義を

成り立たせるための最低限のルールです。 

そのため、日本国憲法は国民の「知る権利」を保障し、公文書管理法は公文書を「健

全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源」と位置づけ、その適正な管理等を通

じて国等の「諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるようにする」と

しています。また、情報公開法も、国民主権の理念に則って「政府の有する諸活動を国

民に説明する責務が全うされるようにするとともに、国民の的確な理解と批判の下にあ

る公正で民主的な行政の推進に資することを目的とする」としています。 

 

２  公文書の隠蔽・改竄、廃棄・捏造は国民主権・民主主義を破壊する 

  しかし、安倍政権のもとで、公文書・公的情報の隠蔽・改竄、廃棄・捏造が横行し、

権力のウソやごまかしによって国民主権や民主主義を支える土台が破壊されようとして

います。 

森友学園へ約８億円もの値引きをした上で国有地が払い下げられた件で、安倍首相は

「私や妻が関係していれば、首相も国会議員もやめる」と答弁しましたが、その後、財

務省によって、安倍昭恵氏の名前などが記載された決裁文書が廃棄や改竄されていたこ

とが明らかとなりました。 

加計学園に半世紀ぶりの獣医学部設置を認可した件でも、安倍首相は「私がもし働き

かけて決めているのであれば、責任を取る」と答弁しましたが、その後、内閣府が「総

理のご意向」「官邸の最高レベルがいっている」と述べたとする文科省文書や、2015年

２月に安倍首相が加計孝太郎氏と面会し新しい獣医学部を「いいね」と述べたとする愛

媛県文書などが相次いで発覚しました。 

南スーダンの首都ジュバで発生した武力紛争を「戦闘」と記録した南スーダンＰＫＯ

派遣自衛隊日報が廃棄、隠蔽されていた問題に続き、稲田朋美防衛相（当時）が「ない」

と答弁していたイラク派遣自衛隊日報も、実は存在し、そのことが１年以上も隠蔽され

ていたことも明らかになりました。働く人の健康と命にかかわる「働き方改革」の件で

も、「裁量労働制で働く方の労働時間は平均的な方で比べれば一般労働者よりも短いと

いうデータもある」という安倍首相の答弁は、根拠とされた厚労省「平成 25年度労働時

間等総合実態調査」のデータを政府に都合のいいように加工し捏造したものであること

が発覚しました。 

 

３ 「大本営発表」の歴史を繰り返すことを拒否する 

  権力者が自らに都合の悪い情報を隠したり、虚偽の情報を流したりすれば、国民は本

当のことを知らないまま、権力の意図する方向に流され、いつの間にか取り返しのつか
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ない事態に陥ってしまう。これが歴史の教訓です。日本でも、戦果を捏造した「大本営

発表」が国民を総動員する手段として利用され、悲惨な戦争へと突き進み、あの破局と

悲劇をもたらしました。それだけに権力のウソやごまかしは絶対に許されることではあ

りません。 

しかも、この間の公文書や公的情報の隠蔽や改竄、廃棄や捏造などの一連の出来事の

背景には、安倍首相をはじめとする安倍政権の中枢を担う政治家や官僚が、公権力を私

物化し、国民の血税で自らの利益を実現しようとしている構図が透けて見えます。 

この問題の本質は、権力の私物化と国民の「知る権利」の侵害、そして国民主権や民

主主義の破壊であり、主権者である国民に対する重大な背信行為にほかなりません。 

日本国憲法は前文で「政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにす

ることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言」していますが、権力のウソや

ごまかしによって国民主権や民主主義が失われるとき、戦前のような社会が再び到来す

ることにもなりかねません。 

 

４  ウソとごまかしの「安倍政治」に終止符を 

  安倍首相は「膿を出し切る」といったことを述べるだけで、これまで明らかにされて

きた事実に真摯に向き合うことをせず、疑惑解明のための具体的な行動もなにひとつ取

ろうとしません。さらには、自身の都合が悪くなると、前記の森友学園に関する答弁に

ついて「贈収賄は全くない、という文脈で一切関わっていないと申し上げた」と言を左

右し、加計学園に関する首相発言を記録した愛媛県文書についても「伝聞の伝聞」とし

てごまかすなど、自身の発言に責任を持つという政治家としての最低限の責務すら放棄

しています。これらは、真相の徹底解明をのぞむ多くの国民の声を無視し、まるで、時

が経てば国民は忘れる、とでも考えているかのような態度といわざるをえません。 

私たちは、国民主権や民主主義といった私たちの社会の土台が蝕まれ、破壊されよう

としている危機を黙って見過ごすわけにはいきません。 

この時代を生きる私たちは、主権者として民主主義を求める声をひろく集め、真実を

明らかにし、ウソとごまかしの「安倍政治」に今こそ終止符を、と訴えます。 
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